
                 

        

大
曽
根
議
員 

来
春
の
新
規
高
卒
者
の
就
職
内
定

率
が
、

10
月
末
で

57
％
と
、
半
数
の
生
徒
は
決
ま

っ
て
い
な
い
。
社
会
へ
の
第
一
歩
が
「
失
業
者
」
は

若
者
の
自
立
に
か
か
わ
る
大
問
題
で
、
政
治
の
責
任

で
も
あ
る
。
市
長
は
経
済
界
、
と
り
わ
け
日
立
製
作

所
や
関
連
企
業
に
、
地
元
採
用
枠
を
拡
充
す
る
よ
う 

    

大
曽
根
議
員 

今
年
の
夏
は
近
年
に
な
い
猛
暑
と

な
り
、
７
月
後
半
か
ら

30
℃
を
越
す
猛
暑
日
が
９
月

前
半
ま
で
続
き
ま
し
た
。「
学
校
で
体
調
を
崩
し
保
健

室
で
す
ご
し
た
」「
授
業
に
集
中
で
き
な
か
っ
た
」
な

ど
保
護
者
や
、
子
ど
も
の
声
が
あ
り
ま
し
た
。
教
育

委
員
会
で
伺
っ
た
と
こ
ろ
７
月
と
９
月
に
そ
れ
ぞ
れ

１
名
、
熱
中
症
に
よ
る
体
調
不
調
で
救
急
車
で
病
院

に
搬
送
さ
れ
た
と
の
こ
と
で
す
。 

    

大
曽
根
議
員 

日
立
電
鉄
跡
地
活
用
整
備
基
本
構

想
の
中
で
、
旧
久
慈
浜
駅
か
ら
旧
大
橋
駅
に
い
た
る

区
間
に
つ
い
て
は
、
現
道
拡
幅
を
基
本
に
道
路
整
備

を
進
め
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
現
在
の
道
路
は
、

幅
員
も
狭
く
歩
道
未
整
備
区
間
が
多
く
、
児
童
生
徒 

        

要
請
す
べ
き
で
あ
る
。 

産
業
経
済
部
長 

昨
年
は
市
、
日
立
公
共
職
業
安

定
所
、
日
立
商
工
会
議
所
な
ど
が
市
内
企
業
に
求
人

要
請
を
し
た
。
今
年
は
更
に
県
レ
ベ
ル
で
県
内
経
済

４
団
体
に
、
求
人
要
請
を
２
回
実
施
し
た
。
（
関
連

記
事
は
裏
面
） 

     

現
在
市
内
小
中
学
校
の
保
健
室
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

室
に
は
エ
ア
コ
ン
が
設
置
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
職
員

室
、
普
通
教
室
に
も
エ
ア
コ
ン
を
計
画
的
に
整
備
す

べ
き
で
す
。 

教
育
部
長 

現
在
は
校
舎
・
屋
内
運
動
場
の
耐
震

化
を
優
先
的
に
進
め
て
お
り
、
エ
ア
コ
ン
設
置
に
つ

い
て
は
、
市
全
体
の
財
政
状
況
を
勘
案
し
な
が
ら
進

め
て
い
き
ま
す
。 

    

の
通
学
時
の
安
全
確
保
の
た
め
に
、
歩
道
整
備
を
早

急
に
開
始
す
べ
き
で
す
。 

都
市
建
設
部
長 

坂
本
小
学
校
、
坂
本
中
学
校
の

Ｐ
Ｔ
Ａ
か
ら
も
要
望
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
、
早
期
事

業
化
に
向
け
取
り
組
み
ま
す
。 

     

９
月
定
例
市
議
会
で
、
視
聴
覚
セ
ン
タ
ー

が
シ
ビ
ッ
ク
セ
ン
タ
ー
に
移
転
す
る
こ
と
に

関
連
し
て
、
大
曽
根
議
員
は
「
機
材
の
搬

入
・
搬
出
は

30
分
で
は
不
十
分
で
、
無
料

駐
車
時
間
を
１
時
間
に
延
長
す
べ
き
で
あ

る
」
と
提
案
し
ま
し
た
。 

 

そ
の
時
の
教
育
部
長
の
答
弁
は
「
地
下
駐

車
場
は
多
く
の
市
民
に
ご
利
用
い
た
だ
い
て

い
る
の
で
、
よ
り
ト
ー
タ
ル
な
議
論
を
す
す

め
ま
す
」
と
い
う
も
の
で
し
た
。 

 

現
在
「
１
時
間
無
料
、
１
時
間
を
越
え
る

30
分
ご
と
に

100
円
加
算
」
を
試
行
中
で

す
。
試
行
期
間
は

12
月
１
日
か
ら
平
成

23

年
３
月

31
日
迄
で
す
。 

 

12
月
議
会
補
正
予
算
か
ら 

 

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
予
防
接
種 

２
６
３
０
万
円
増
額
補
正 

  

市
民
税
非
課
税
世
帯
の
方
は
全
額
助
成

さ
れ
ま
す
。
保
健
セ
ン
タ
ー
、
市
役
所
市
民

課
、
各
支
所
で
申
請
書
を
書
く
と
、
後
日
、

接
種
券
が
郵
送
さ
れ
ま
す
。
（
申
し
込
み
は

２
月

28
日
ま
で
） 

 

水
産
振
興
対
策
事
業 

５
６
７
万
円
増
額
補
正 

  

久
慈
浜
丸
小
漁
業
協
同
組
合
の
生
し
ら

す
冷
凍
加
工
施
設
建
設
事
業
へ
の
補
助
で

す
。
総
事
業
費
の
３
分
の
１
を
補
助
す
る
こ

と
に
な
り
ま
し
た
。
（
裏
面
下
段
に
続
く
） 

1122 月月定定例例市市議議会会報報告告  

 

日
立
市
議
会
12
月
定
例
会
が
12
月
２
日
か
ら
16
日

ま
で
ひ
ら
か
れ
、
31
件
の
議
案
は
い
ず
れ
も
市
長
提
案

ど
お
り
可
決
・承
認
さ
れ
ま
し
た
。 

 

日
本
共
産
党
の
大
曽
根
勝
正
議
員
は
、
平
成
22
年
度

一
般
会
計
補
正
予
算
な
ど
６
件
の
補
正
予
算
の
う
ち
、

職
員
人
件
費
の
減
額
に
つ
い
て
の
み
反
対
し
ま
し
た
（
詳

細
は
裏
面
）。
一
般
質
問
に
つ
い
て
は
、
一
、
雇
用
対
策
に

つ
い
て
３
点
。
二
、
来
年
度
予
算
編
成
に
関
し
て
２
点
、
質

問
し
ま
し
た
。 

本
紙
は
、
日
立
市
議
会
定
例
会
を
中
心
に
議
員
活
動
の
概
要
を 

報
告
し
て
い
ま
す
。
ご
意
見
・
要
望
な
ど
お
寄
せ
く
だ
さ
い
。 

1 2月号 
2010年12月26日 

 
市議会議員 大曽根勝正 
〒319-1222 
日立市久慈町4-7-5 
電話 0294(52)1570 

日立市長に予算要望書を手渡す大曽根勝正 

市議会議員＝2010月12月17日 
（詳細は裏面に） 

ひ
と
り
の
高
校
生
も
泣
か
せ
な
い 

取
り
組
み
を 

一
般
質
問 

小
中
学
校
に
エ
ア
コ
ン
整
備
を 

通
学
路
の
歩
道
整
備
を 

地
下
駐
車
場 

一
時
間
無
料
に 



      

雇
用
対
策
の
質
問
の
な
か
で
、
大
曽
根
議
員
は
、

日
本
共
産
党
日
立
市
委
員
会
が
取
り
組
ん
で
い
る「
く

ら
し
と
市
政
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
」
に
寄
せ
ら
れ

た
、
「
働
き
た
い
け
ど
自
信
が
な
い
」
「
息
子
は
失
業

し
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
通
っ
て
い
た
が
仕
事
が
見
つ

か
ら
ず
、
今
は
毎
日
ア
パ
ー
ト
で
昼
間
か
ら
寝
て
い

ま
す
」
な
ど
と
い
う
深
刻
な
声
を
紹
介
し
、
無
業
の

状
態
に
あ
る
若
者
へ
の
就
職
支
援
に
つ
い
て
「
国
の

交
付
金
を
活
用
し
て
相
談
員
を
増
や
す
」
な
ど
の
取

り
組
み
強
化
を
求
め
ま
し
た
。 

 

産
業
経
済
部
長
は
「
雇
用
相
談
コ
ー
ナ
ー
多
賀
と

就
職
支
援
セ
ン
タ
ー
の
連
携
を
一
層
密
に
し
て
、
若

者
の
就
職
を
支
援
し
て
い
き
ま
す
。
さ
ら
に
市
と
し

て
何
が
で
き
る
か
、
全
国
の
類
似
都
市
に
ア
ン
ケ
ー

ト
を
発
送
す
る
な
ど
、
調
査
・
研
究
に
着
手
し
た
と

こ
ろ
で
す
」
と
答
弁
し
ま
し
た
。 

     

急
激
な
円
高
と
デ
フ
レ
で
日
本
経
済
が
危
機
に
直

面
し
て
い
ま
す
。
雇
用
や
社
会
保
障
を
充
実
さ
せ
、

国
民
の
ふ
と
こ
ろ
を
暖
め
る
景
気
対
策
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。
日
本
経
済
新
聞
は
「
デ
フ
レ
脱
却
は
懐

よ
り
始
め
よ
」
と
し
て
「
長
期
不
況
対
策
と
し
て
公

務
員
給
与
引
き
上
げ
を
。
公
務
員
優
遇
で
は
な
く
、

民
間
の
賃
上
げ
を
誘
発
し
、
需
要
を
回
復
す
る
呼
び

水
と
し
て
必
要
」
と
書
い
て
い
ま
す
。 

 

今
回
の
マ
イ
ナ
ス
勧
告
に
よ
る
民
間
労
働
者
へ
の

影
響
は
深
刻
で
、
内
需
拡
大
に
逆
行
し
、
地
域
経
済

を
一
層
冷
え
込
ま
せ
る
賃
金
削
減
の
マ
イ
ナ
ス
連
鎖

に
拍
車
を
か
け
る
も
の
で
す
。 

 

二
つ
目
は
、
市
職
員
の
期
末
手
当
と
給
与
、
月
例

給
の
引
き
下
げ
は
、
大
幅
な
マ
イ
ナ
ス
改
定
で
、
摘

要
さ
れ
る
職
員
は
全
体
の

65
％
の
９
８
０
人
、
平
均

年
間
給
与
で
約
９
万
２
千
円
。
55
歳
以
上
の
職
員
は

２
重
の
削
減
に
な
っ
て
い
ま
す
。 

 

２
年
連
続
の
賃
金
引
下
げ
は
、
職
員
の
士
気
に
も

悪
影
響
を
及
ぼ
し
ま
す
。
市
は
人
事
院
勧
告
に
沿
っ

た
安
易
な
給
与
改
定
を
す
る
の
で
は
な
く
、
働
き
や

す
い
職
場
環
境
を
つ
く
り
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

に
つ
な
が
る
よ
う
に
す
べ
き
で
す
。 

      

菅
内
閣
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
（
環
太
平
洋
戦
略
的
経
済
連

携
協
定
）
を
す
す
め
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。
関
税
を

撤
廃
し
完
全
自
由
化
す
る
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
す
れ
ば
、

日
本
の
農
林
水
産
業
は
大
打
撃
を
受
け
、
食
料
自
給

率
は

40
％
か
ら

13
％
に
急
落
し
ま
す
。 

 

こ
の
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
参
加
に
反
対
す
る
請
願
が
、
茨

城
ひ
た
ち
農
業
協
同
組
合
か
ら
提
出
さ
れ
ま
し
た
。

採
決
の
結
果
、
賛
成
多
数
で
採
択
さ
れ
、
政
府
機
関

に
意
見
書
を
送
付
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。（
反
対

し
た
の
は
民
主
ク
ラ
ブ
）。 

 

同
時
に
同
じ
主
旨
の
請
願
が
、
県
北
農
民
セ
ン
タ

ー
か
ら
提
出
さ
れ
、
総
務
産
業
常
任
委
員
会
で
審
議

さ
れ
た
結
果
、
こ
ち
ら
は
賛
成
少
数
で
不
採
択
に
な

り
ま
し
た
。 

 

健
康
増
進
事
業
に
１
３
６
７
万
円 

増
額
補
正 

  

女
性
の
が
ん
検
診
で
、
子
宮
が
ん
に
つ

い
て
は

20
歳
、
25
歳
、
30
歳
、
35
歳
、

40
歳
の
方
。乳
が
ん
に
つ
い
て
は

40
歳
、

45
歳
、
50
歳
、
55
歳
、
60
歳
の
方
に
、

無
料
ク
ー
ポ
ン
券
が
交
付
さ
れ
ま
す
。 

 

安
全
・
安
心
・
住
ま
い
る
助
成
事
業 

１
０
０
万
円
増
額
補
正 

  

こ
の
事
業
は
空
き
巣
、
忍
び
込
み
被
害

が
増
加
し
て
い
る
と
し
て
、
ド
ア
や
窓
な

ど
軽
微
な
取
り
付
け
工
事
に
つ
い
て
は
、

補
助
率
１
／
３
、
限
度
額
１
万
円
を
助
成

す
る
も
の
で
す
。
防
犯
カ
メ
ラ
の
取
り
付

け
な
ど
防
犯
改
修
工
事
に
つ
い
て
は
、
補

助
率
１
／
３
、
限
度
額
５
万
円
を
助
成
。

工
事
事
業
者
は
市
に
登
録
さ
れ
て
い
る
事

業
者
で
す
。 

 

申
請
書
は
市
役
所
・
生
活
安
全
課
に
あ

り
ま
す
。 

 

 

議
会
最
終
日
、
本
会
議
で
大
曽
根
議
員
は

総
務
産
業
委
員
長
に
対
し
「
同
じ
主
旨
の
請

願
で
あ
り
、
一
方
を
採
択
し
他
方
を
不
採
択

に
し
た
の
は
、
差
別
的
で
、
不
公
正
」
で
あ

る
と
抗
議
。
本
会
議
で
も
賛
成
少
数
で
不
採

択
に
な
り
ま
し
た
。
（
賛
成
者
は
日
本
共
産

党
１
名
、
改
革
ネ
ッ
ト
３
名
）。 

 

無
業
の
若
者
へ
の
就
職
支
援
を 

人
事
院
勧
告
に
よ
る
職
員
給 

与
減
額
は
景
気
対
策
に
逆
行 

一
般
質
問 

つ
づ
き 

2011（H23）年度予算要望 
 日本共産党日立市委員会は12月17日、平成23年度日立市予算

に対する予算要望書を樫村日立市長に手渡し、説明と討論をお

こないました。要望項目をご紹介します。（表面右下写真） 

◇◇◇ 重点要望項目（概要） ◇◇◇ 

１．雇用対策に力を入れる。特に青年については、市内の企業、事業 

所に正規雇用を要請する。就職希望の高校卒業生については、全

員が就職できるように、市長が日立グループに対しても要請する。 

２．国民健康保険料については、国庫負担の引き上げを国に求め、 

一般会計からの繰り入れを増額し、１世帯１万円引き下げる。 

３．中小建設業者の仕事確保で、地域経済への波及効果が高い住宅 

リフォーム助成制度を導入する。 

４．小規模工事希望者登録制度の周知を徹底する。市営住宅、学校、 

福祉施設などの修繕など小規模工事の事業量を増やす。 

５．高齢者の通院のためのタクシー利用は助成する。 

６．高齢者の外出支援として、バス乗車に補助する。 

７．乳幼児医療費助成は中学卒業まで、対象年齢を引き上げる。 

８．放課後児童クラブについては、4年生以上の受け入れや、開設時 

間の延長などを改善する。 

９．小中学校、養護学校の職員室、普通教室にエアコンを計画的に整 

備する。 

10．義務教育での家計負担の解消をすすめる。ドリル代や制服、修学 

旅行費の積み立てなどの負担を軽減する。 

11．子宮頸がん予防ワクチン、細菌性髄膜炎ワクチンの公費助成を 

国に求めるとともに、市独自の支援制度を創設する。 

12．土砂災害防止法で、レッドゾーンに指定された箇所については、 

さらに危険度を調査し、県とともに安全対策をすすめる。 

13．旭町など海岸沿いの住宅地の津波対策を強化する。 

14．旧日立電鉄線跡地利活用事業について、旧久慈浜駅―旧大橋 

駅間で通学路に関連する部分を早急に整備する。久慈町につい

ては、瀬上川改修工事が進められているが、線路跡地について周

辺の道路、側溝など環境整備し、きれいな街づくりをすすめる。 

15．自転車利用の通勤、通学が増えている。道路建設や改修の際、 

自動車、自転車、人の安全が確保できるように考慮する。 

16．市営住宅の修繕については、予算を増額して入居者が安心して 

住めるようにする。街灯や側溝の未整備、老朽化にも対応する。 

17．シビックセンター、多賀市民プラザなど利用しやすいように、駐車 

料金の上限を定めるなど負担軽減を図る。 

18．地域公共交通については、高齢化社会に対応するため、デマン 

ド方式を中心に地域と連携して事業化を急ぐ。その際地元負担は

なくす方向で見直す。 

Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
参
加
に
反
対
の 

請
願
を
採
択 

意
見
書
賛
成
多
数
で
可
決 


